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法務省民商第２１８５号 
平成１３年９月１２日 

 
 
法  務  局  長 殿 
地 方 法 務 局 長 殿 
 
 

法 務 省 民 事 局 長     
 

 
   商法等の一部を改正する等の法律等の施行に伴う商業登記事務の取扱いにつ 
   いて（通達） 
 商法等の一部を改正する等の法津（平成１３年法律第７９号。以下「改正法」と 
いう。） 及び商法等の一部を改正する等の法律の施行に伴う関係法建の整備に関す 
る法律（平成１３年法律第８０号。以下「整備法」という。） 並びに商業登記規則 
の一部を改正する省令 （平成１３年法務省令第６５号。 以下「改正省令」とい 
う。） が本年１０月１日（以下「法施行日」という。）から施行されることとなっ 
たが、これに伴う商業登記事務の取扱いについては、下記の点に留意するよう、貴 
管下登記宮に周知方取り計らい願います。 
 なお、本通達中、「法」とあるのは改正後の商法を、「有法」とあるのは改正後 
の有限会社法を、「商登法」とあるのは改正後の商業登記法を、「商登規」とある 
のは改正後の商業登記規則を、「旧法」とあるのは改正前の商法を、「旧有法」と 
あるのは改正前の有限会社法を、「旧商登法」とあるのは改正前の商業登記法を、 
それぞれいう。 
                  記 
第１ 株式会社に関する改正 
 １ 額面株式制度の廃止 
 （１）額面株式制度の廃止 
    額面株式の制度が廃止され（旧法第１９９条、第２０２条及び第２２５条 
   第４号の削除） 、これに伴い、額面株式１株の金額が定款の記載事項及び登 
   記事項から除かれることとなった（旧法第１６６条第１項第４号の削除、第 
   １８８条第２項第１号の改正）。 
 （２） 額面株式制度の廃止に伴う登記事務 
    ア 登記用紙の様式の改正 
   （ア） 株式会社の登記用紙中商号・資本欄の様式が改められ、「額面株式１ 
     株の金額」の欄が削除された（以下「新様式」という。商登規附録第７ 
     号）。 
   （イ） 法施行の際現に存する従前の様式の商号・資本欄の用紙は、新様式の 
     商号・資本欄の用紙とみなすこととされた（改正省令附則第２項）の 
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         で、現に存する従前の様式の商号・資本柵の用紙は．新様式の商号・資 
     本欄の用紙に改製することなく、引き続き使用して差し支えない。 
      法施行後において、新たに登記用紙を起こし．又は新用紙へ移記する 
     ときは．新様式の商号・資本欄の用紙を用いなければならないが、法施 
     行の際現に存する従前の様式の株式会社の登記用紙と同一の用紙及び附 
     録第１２号の様式の用紙は、法施行後も、なお当分の間使用することが 
     でき、この場合には．従前の様式の用紙は、改正後の様式の用紙とみな 
     すこととされた （改正省令附則第５項及び同項において準用する第２ 
     頃）ので、従前の様式の登記用紙と同一の用紙を用いて登記申請が行わ 
     れたときであっても、これを受理し、登記用紙として使用して差し支え 
     ない。 
      なお、従前の様式の用紙を申請人に交付する場合には、額面株式１株 
     の金額を記入すべき欄に黒色の斜線又は横線を施した上で交付するもの 
     とする。 
   イ 額面株式１株の金額の登記の朱抹 
     額面株式１株の金額が登記事項でなくなったことから、法施行の際現に 
    されている額面株式１株の金額の登記は、登記官が職権で朱抹すべきもの 
    とされた（改正省令附則第３項）。 その際、朱抹を行った年月日等の記入 
    は要しない（別紙記載例１）。 この朱抹は、法施行後、当該会社につい 
    て、最初に登記の申請があったとき、又は登記簿膳抄本の交付請求に基づ 
    き登記簿膳抄本を作成するとき若しくは閲覧に供するときまでに行うもの 
    とする。 
     なお、現に効力を有しない額面株式１株の金額の登記及び閉鎖された登 
    記用紙については、この朱抹を行うことを要しない。 
   ウ 電子情報処理組織により登記事務を取り扱う場合 
     電子情報処理組織により登記事務を取り扱う場合の株式会社登記簿の株 
    式・資本区に記録すべき事項から「額面株式１株の金額」が削除された 
    （商登規別表第７）。 
     また、法施行の際現にされている額面株式１株の金額の登記は、登記官 
    が職権で抹消する記号を記録することとされた（改正省令附則第３項及び 
    第４項）。 
   エ 外国会社登記簿の取扱い 
     外国会社登記簿中株式会社登記簿を用いる場合についても、アからウま 
    でと同様である。 
２ 会社設立時の株式の発行価額の制限の廃止 
  会社の設立に際して発行する株式の発行価額について、５万円を下回ること 
 ができない旨の制限が廃止された（旧法第１６６条第２項及び第１６８条ノ３ 
 の削除）。 
３ 株式の併合 
（１） 株式の併合の手続 
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      ア １株当たりの純資産額が５万円以上でなければならないとする制限が廃 
    止されたことに伴い、株式の併合をすることができる場合を資本の減少等 
    の一定の場合に限定していた旧法の規定が整理され（旧法第２１４条第１ 
    項の改正並びに第３７４条ノ１５第２項、第３７４条ノ３１第２項、第３ 
    ７７条及び第４１６条第３項の削除）、会社は、株主総会の特別決議（法 
    第３１３条）により株式を併合することができることとされた。この場合 
    においては、取締役は、株主総会において株式の併合が必要な理由を開示 
    しなければならず、また、議案の要領は、株主総会の招集通知に記載しな 
    ければならないこととされた（法第２１４条第１項、第２項）。 
     資本の減少又は会社の分割若しくは合併と株式の併合とを手続上関連付 
    ける規定がなくなったことから、資本の減少又は会社の分割若しくは合併 
    と同時に株式の併合を行う場合であっても、法の規定に従って、それぞれ 
    所定の手続を行うことになる。 
  イ 株式の併合をする場合に、株券提供公告並びに株主及び株主名簿に記載 
    のある質権者に対する各別の通知が必要であることは、従前と同様である 
   （法第２１５条）。 
 （２） 株式の併合による変更登記の取扱い 
    株式の併合による変更登記の申請書には、代理人によって申請する場合の 
   その権限を証する書面のほか、株式併合の特別決議（法第３４３条）をした 
   株主総会議事録（商登法第７９条第１項）及び株券提供公告をしたことを証 
   する書面（商登法第８４条の２）を添付しなければならないことは、従前と 
   同様である。 
    なお、(1)のアの改正により、 資本の減少又は会社の分割若しくは合併に 
   伴って株式の併合が行われることがなくなったため、資本の減少、会社の分 
   割及び合併の登記の申請書の添付書面から商登法第８４条の２の書面が削ら 
   れた（商登法第８７条、第８９条の５第１項第７号、第８９条の６第９号、 
   第９０条第５号、第９１条第１号）。 
（３）経過措置 
   ア 法施行前に決議があった資本の減少については、なお従前の例によるこ 
    ととされた（改正法附則第１８条）。 
    法施行前に分割計画書若しくは分割契約書又は合併契約書が作成された 
    会社の分割又は合併（分割に際して又は合併により株式を併合するものに 
    限る。）については、旧法の関係規定は、なおその効力を有するものとさ 
    れた（改正法附則第１７条、第１９条）。 
  イ 法施行前に決議をした株式会社の資本の減少又は会社の分割若しくは合 
    併の登記の申請書の添付書類に関しては、なお従前の例によることとされ 
    た（整備法第４２条）。 
４ 株式の分割 
（１）株式の分割の手続 
    会社は、取締役会決議により株式の分割をする場合には、現に２以上の種 
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類の株式を発行しているときを除き、取締役会決議により定款を変更し、会 
社が発行する株式の総数を、株式の分割の割合に応じて増加することができ 
ることとされた（法第２１８条第２項）。 

（２）株式の分割による変更登記の取扱い 
ア 株式の分割による変更登記の申請書には、代理人によって申請する場合 

    のその権限を証する書面のほか、取締役会の議事録を添付しなければなら 
    ない（商登法第７９条第１項）。株式の分割をする場合において、取締役 
    会決議により定款を変更して会社が発行する株式の総数を増加したときの 
    変更登記の申請書についても、同様である。 
   イ 最終の貸借対照表により会社に現存する分割後の１株当たりの純資産額 
    について、５万円を下ることができない旨の制限が廃止された（旧法第２ 
    １８条第２項の改正）ことから、株式の分割による変更登記の申請書に 
    は、商登法第７９条第２項の規定は適用されず、最終の貸借対照表の添付 
    は要しないこととなった。また、株券提供公告をしたことを証する書面を 
    添付すべき旨の規定（I 日商登法第８５条、第９０条第５号）が削除され 
    た。 
（３）経過措置 
   ア 法施行前に決議をした株式の分割については、なお従前の例によること 
    とされた（改正法附則第６条）。 
   イ 法施行前に決議をした株式の分割による変更の登記の申請書の添付書類 
    に関しては、なお従前の例によることとされた（整備法第４２条）。 
５ １株に満たない端数の処理 
（１） １株に満たない端数の処理及び端株原簿への記載 
   株式の発行（転換権若しくは新株引受権の行使、株式交換又は会社の合併 
  若しくは分割の場合を含む。）、併合又は分割により、１株に満たない端数 
  を生ずるときは、端株原簿に記載する端株の部分を除き、その部分について 
  新たに発行した株式を競売し、かつ、その端数に応じてその代金を従前の株 
  主に交付しなければならず、また、会社は、この競売に代えて、一定の方法 
  で株式を売却し、又は買い受けることができることとなった（法第２２０条 
  第１項、第２項）。 
   また、株式の発行、併合又は分割により１株の１００分の１の整数倍に相 
  当する端数を生じたときは、その端数を端株として、端株原簿に記載しなけ 
  ればならないこととされた（法第２２０条ノ２第１項）。ただし、定款によ 
  り、端株原簿に記載すべき１株の割合について異なる割合を定め、又は１株 
  に満たない端数について端株原簿に記載しない旨を定めることができること 
  とされた（法第２２０条ノ２第２項）。 
 なお、端株を生じた会社から「発行済株式の総数」として小数点以下第２ 
位までの数の記載がある変更登記が申請された場合、これを受理して差し支 
えない旨の取扱い（昭和５７年７月２０日付け法務省民四第４４５５号当職 
通達中記の第二の五の２の(一)は、従前と同様である。 
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（２） 端株券の廃止 
    端株券に関する規定（旧法第２３０条ノ３）は、削除された。 
（３） 端株の買取請求権 
   端株主は、会社に対し、自己の有する端株の買取りを請求することができ 
  ることとされた（法第２２０条ノ６）。 
６ 単元株制度の創設及び単位株制度の廃止 
（１） 単元株制度の創設 
   定款で一定の数の株式をもって一単元の株式とする旨を定めた場合には、 
  一単元の株式につき１個の議決権を与えることとし（法第２４１条第１頃た 
  だし書）、一単元の株式数に満たない数の株式について、定款で株券を発行 
  しない旨を定める等の制限を設けることができることとする単元株制度が創 
  設された。 
（２）一単元の株式の数 
  ア 会社は、定款により、一単元の株式の数を定めることができることとさ 
   れた（法第２２１条第１項）。 この数は、１，０００及び発行済株式の総 
   数の２００分の１に相当する数を超えることができない。 
  イ 一単元の株式の数を減少し、又はその数の定めを廃止する場合において 
   は、取締役会の決議により、定款を変更することができることとされた 
   （法第２２１条第２項）。 
  ウ 数種の株式を発行する会社については、一単元の株式の数は、株式の種 
   類ごとに定めなければならない（法第２２１条第３項）。ただし、平成１ 
   ３年１２月３１日までの間に一単元の株式の数を定める場合には、株式の 
   種類ごとに定める－単元の株式の数は、同一の数としなければならないこ 
   ととされた（改正法附則第９条第１項）。 
（３）一単元の株式の数の登記 
   一単元の株式の数は、登記事項とされた（法第１８８条第２項第３号、第 
  １７５条第２項第４号ノ４）。 
  ア 登記の事由及び登記すべき事項 
    登記の事由は、「一単元の株式の数の設定」とする。 
    登記すべき事項は、一単元の株式の数を設定した旨及びその年月日であ 
   り、登記用紙中「その他の事項」欄に記載するものとする（別紙記載例 
   ２）。 
    なお、電子情報処理組織により登記事務を取り扱う場合には、株式会社 
   登記簿の株式・資本区に記録することとされた（商登規別表第７）。 
  イ 申請書の添付書類 
    定款を変更して一単元の株式の数を設定した場合の変更登記の申請書に 
   は、代理人によって申請する場合のその権限を証する書面のほか、定款を 
   変更する商法第３４３条の決議をした株主総会の議事録を添付しなければ 
   ならない（商登法第７９条第１項）。 
（４）一単元の株式の数の変更又は一単元の株式の数の定めの廃止の登記 
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ア 登記の事由及び登記すべき事項 
    登記の事由は、「一単元の株式の数の変更」又は「一単元の株式の数の 
   定めの廃止」とする。 
    登記すべき事項は、一単元の株式の数につき変更を生じ、又は一単元の 
    株式の数の定めを廃止した旨及びその年月日である（別紙記載例３）。 
イ 申請書の添付書類 

    定款を変更して－単元の株式の数を変更し、又は一単元の株式の数の定 
   めを廃止した場合の変更登記の申請書の添付書類は、（３）のイと同様であ 
   る。ただし、－単元の株式の数を減少し、又はその数の定めを廃止する場 
   合において、取締役会においてその旨の決議をしたときは（法第２２１条 
   第２項）、株主総会議事録に代えて、取締役会議事録を添付しなければな 
   らない。 
（５）単元株制度と議決権 
ア 単元株制度を採る会社の議決権は、一単元の株式につき１個とされ、単 

   元未満株式については、議決権を有しないこととされた（法第２４１条第 
   １項）。 
イ 単元株制度を採る会社の議決権の数は、株式の数を一単元の株式の数で 

   除した数と一致しない場合があることから、株主総会の議決方法に関する 
   規定が議決権の数を基準とした規定に改められた（法第２３９条第１項、 
   第３４３条、第３４８条第１項等）ほか、旧法において「発行済株式の総 
   数」と規定されていたもののうち、議決権のある株式の数を意味するもの 
   については、「総株主の議決権」と改められた（法第３５８条第８項、第 
   ３７４条ノ２３第８項、第３８１条第１項等）。 
ウ 法施行前に招集の手続が開始された創立総会における議決権の数又は法 

   施行前に招集の手続が開始された株主総会若しくは種類株主総会における 
   議決権の数及び定足数に関しては、なお従前の例によることとされた（改 
   正法附則第１０条）。 
（６）単元未満株式の取扱い 
  ア 一単元の株式の数を定めた会社は、定款により１株に満たない端数を端 
   株として端株原簿に記載しない旨（法第２２０条ノ２第２項）を定めたも 
   のとみなすこととされた（法第２２１条第４項）。 
  イ 株主は、会社に対し、自己の有する一単元の株式の数に満たない数の株 
   式の買取りを請求することができることとされた（法第２２１条第６項、 
   第２２０条ノ６）。 
（７）単位株制度の廃止 
  ア 額面株式の廃止及び１株当たりの純資産額の制限の廃止に伴い、単位株 
   制度は廃止され、登記事項から単位株に関する部分が除かれた（商法等の 
   一部を改正する法律（昭和５６年法律第７４号）附則第１５条から第２１ 
   条までの削除）。 
  イ 法施行の際現に単位株制度を採っている会社は、法施行日において、そ 
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   の一単位の株式の数を株式の種類ごとに一単元の株式の数として定める旨 
の定款の変更の決議をしたものとみなすこととされた（改正法附則第９条 

   第２項）。この場合には、一単元の株式の数は．当該みなされた数及び発 
   行済株式の総数の２００分の１に相当する数を超えることができない（同 
   項後段）。 
（８）単位株制度の廃止に伴う登記の取扱い 
ア 法施行日において現に効力を有する一単位の株式の数の登記について 

   は、法施行後は、一単元の株式の数の登記として取り扱うこととし、当該 
   登記の記載のうち「一単位の株式の数」の文字を朱抹した上、改めて「一 
   単元の株式の数」と記載するものとする。その際、朱抹を行った年月日等 
   の記入は要しない（別紙記載例４）。 
イ アの朱抹及び記載は、法施行後、当該会社について、最初に登記の申請 

   があったとき、又は登記簿膳抄本の交付請求に基づき登記簿膳抄本を作成 
   するとき若しくは閲覧に供するときまでに行うものとする。 
    なお、現に効力を有しない一単位の株式の数の登記及び閉鎖された登記 
   用紙については、上記の処理を行うことを要しない。 
  ウ 電子情報処理組織により登記事務を取り扱う場合の株式会社登記簿につ 
   いては、記録すべき事項の名称が「一単位の株式の数」から「一単元の株 
   式の数」に変更された（商登規別表第７）。 
７ 自己株式の取得及び保有制限の見直し 
（１）自己株式の取得 
   会社は、定時総会決議により、配当可能利益並びに株主総会の決議により 
減少した資本及び法定準備金の範囲内で、次の定時総会の終結の時までに取 
得することができる自己株式の種類、総数及び取得価額の総額を定め、これ 
に基づいて自己株式を取得することができることとされた（法第２１０条第 
１項から第３項まで）。 

   また、取得の方法について、市場価格のない株式は、売主につき株主総会 
の特別決議（法第３４３条）による承認を得、他の株主にも売主になる機会 
を与えた上で、特定の者から取得することができるとされ（法第２１０条第 
２項、第５項から第７項まで）、 市場価格のある株式は、原則として、市場 
取引又は公開買付け（証券取引法第２章の２第２節）の方法により取得しな 
ければならないこととされた（法第２１０条第８項）。 
なお、取締役は、営業年度の終わりにおいて資本の欠損が生ずるおそれが 
ある場合には、自己株式の買受けをすることができず、また、営業年度の終 
わりに欠損が生じた場合には、取締役が資本欠損のおそれがないと認めるこ 
とについて注意を怠らなかったことを証明したときを除き、その欠損額を上 
限として、会社に対して損害賠償責任を負うこととされた（法第２１０条ノ 
２）。 

（２）自己株式の保有 
   会社は、取得した自己株式を．期間、数量等の制限なく保有することがで 
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  きることとされた（旧法第２１１条の改正） 
（３）自己株式の処分等 
  ア 自己株式の処分 
(ア) 会社が保有する自己株式を処分するには、①処分すべき株式の種類及 

    び数、②処分すべき株式の価額及び払込期日、③特定の者に対して特に 
    有利な価額で株式を譲渡すべきもの並びにこの者に対して譲渡する株式 
    の種類、数及び価額について、取締役会の決議を要することとされた 
    （法第２１１条第１項本文）。 
     ただし、法に別段の定めがあるとき、又は定款により株主総会が決す 
    る旨を定めたときは、この限りでない（法第２１１条第１項ただし 
    書）。 
（イ） 株式の譲渡制限の定めのある会社については、（ア）の①及び②の事項 
    について、株主総会の特別決議（法第３４３条）を要することとされた 
    （法第２１１条第２項）。 
（ウ） 自己株式の処分における株式の申込み、割当て等については、新株発 
    行の規定を準用することとされた（法第２１１条第３項）。 
イ 代用自己株式としての利用 

    保有する自己株式については、株式交換、会社分割及び合併の際に発行 
   する新株に代えて使用することができることとされた（法第３５６条、第 
   ３７４条ノ１９、第４０９条ノ２）。 
（４）自己株式の消却（任意消却） 
  ア 自己株式の消却手続 
    会社は、取締役会の決議により、消却すべき株式の種類及び数を定め 
   て、保有する自己株式を消却することができることとされた（法第２１２ 
   条）。この場合においては、遅滞なく株式失効の手続を執らなければなら 
   ない。株式失効の手続とは、具体的には、株券を破棄して株主名簿又は株 
   券台帳からその株式に関する事項を抹消する等の手続である。 
   なお、定時総会の決議による株式の消却の制度（旧法第２１２条ノ２第 
   １項）は、廃止された。 
  イ 自己株式の消却による変更登記の取扱い 
 （ア） 登記の事由及び登記すべき事項 
     登記の事由は、「自己株式の消却」とする。 
     登記すべき事項は、「発行済株式の総数」及び「発行すべき株式の総 
    数」につき変更を生じた旨及びその年月日である。また、数種の株式を 
    発行している場合には、前記の事項に加えて、「発行済各種の株式の 
    数」及び「発行する各種の株式の数」につき変更を生じた旨が登記すべ 
    き事項となる。この場合の変更の年月日は、株式失効の手続を行った日 
    である。 
 （イ）申請書の添付書類 
    自己株式の消却による変更登記の申請書には、代理人によって申請す 
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    る場合のその権限を証する書面のほか、取締役会の議事録を添付しなけ 
    ればならない（商登法第７９条第１頃）。 
（５）株式の強制消却 
  ア 株式の強制消却手続 
    取締役会の決議による自己株式の消却の場合のほか、①資本の減少の規 

定に従う場合又は②定款の規定に基づき株主に配当すべき利益をもってす 
る場合でなければ、株式の消却をすることができないこととされた（法第 
２１３条第１項）。 

    なお、改正法により、額面株式の制度及び１株当たりの純資産額による 
制限が廃止され、資本の減少のために株式の消却を行う必要がなくなった 
ため、会社分割による株式の消却に関する規定（旧法第２１２条第１項、 
第３７４条第２項第７号、第３７４条ノ１７第２項第７号）が削除され 
た。ただし、会社更生手続においていわゆる１００パーセント減資を行う 
場合には、株式の併合の方法によることができないので、資本の減少の規 
定に従って発行済みの全株式を消却することとなる。 

    株式の強制消却の手続は、旧法第２１１条の場合と同様である。 
  イ 株式の強制消却による変更登記の取扱い 
    株式の強制消却による変更登記の添付書面は、従前と同様である（商登 
   法第８６条、第８７条第２号参照）。 
（６）株式の消却の手続に関する商法の特例に関する法律の廃止 
   株式の消却の手続に関する商法の特例に関する法律（平成９年法律第５５ 
  号）は、廃止することとされた（改正法第４条）。 
   なお、次期決算期に関する定時総会の終結の時までは、定款の定めに基づ 
  く取締役会決議による自己株式の買受け及び資本準備金をもってする自己株 
  式の消却を認めることとされた（改正法附則第３条第４項、第２４条第１ 
  項）。 
８ 新株の時価発行 
（１）新株の時価発行に係る手続 
   新株発行について、市場価格のある株式を公正な価額で発行する場合に 
  は、取締役会の決議により定める新株の発行価額（法第２８０条ノ２第１項 
  第２号）については、具体的な発行価額に代えて、発行価額の決定方法を定 
  め、これを公告すれば足りることとされた（法第２８０条ノ２第５項、第２ 
  ８０条ノ３ノ２）。 
（２）新株の時価発行による変更登記の取扱い 
   （１）の場合の新株の発行による変更登記申請書に添付すべき取締役会議事 
  録については、次の事項に留意するものとする。 
  ア 公正な発行価額の決定方法が具体的に定められていること。 
    日本証券業協会の定める店頭売買有価証券の登録等に関する規則（公正 
    慣習規則第１号）第７条の規定によるいわゆるブックビルディング方式 
    は、実務上公正な方法と認められている発行価額の決定方法として取り扱 
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   って差し支えない。 
  イ 発行価額の決定方法を決議した取締役会が払込期日の２週間前までに行 
   われていること。 
９ 法定準備金の見直し 
  会社は、株主総会の決議により法定準備金を減少することができることとさ 
れた（法第２８９条）。また、いわゆる減資差益は、資本準備金として積み立 
てることを要しないこととされた（旧法第２８８条ノ２第１項第４号の削 
除）。 
  利益準備金は資本準備金の額と合わせて資本の４分の１に達するまで積み 
立てれば足りることとされた（法第２８８条）。また、法定準備金の取崩しの 
順序に関する規定が削除された（旧法第２８９条第２頃の改正）。 
第２ 有限会社に関する改正 
 １ 出資１口の金額 
 （１）出資１口の金額の制限の廃止 
    出資１口の金額が５万円を下回ってはならない旨の規定が削除された（有 
   法第１０条）。 
 （２）有限会社の分割手続 
    出資１口の金額の最低限度額が廃止されたため、資本の減少のために持分 
   の消却を行う必要性がなくなり、会社分割に伴う分割会社の資本の減少の 

ためにする持分の消却の規定が削られた（日有法第２４条の改正）。 
    これに対し、会社分割に伴う持分の併合に関する規定は、従前と同様であ 
   り（有法第６３条ノ６第３項、第６３条ノ９第２項）、 人的分割の場合にお 
   いて、分割に際して持分の併合をするときは、分割計画書又は分割契約書に 
   その方法を記載しなければならない（有法第６３条ノ６第２項、第６３条ノ 
   ９第３項）。 
 （３）会社分割の登記の添付書面 
   ア 株式会社の会社分割の登記の申請書の添付書面の規定の改正に合わせ 
    て、有限会社の新設分割による設立登記の申請書の添付書面に関する規定 
    中、旧商登法第８９条の５第１項第７号（会社分割の際に株式の併合又は 
    消却をした場合の添付書面に関する規定）を引用する部分が削除された 
    （商登法第９７条の２第１項第３号）。 
     有限会社の吸収分割における承継会社の分割による変更登記の申請書の 
    添付書面に関する商登法第９７条の３については、整備法による改正はさ 
    れていないが、同条で引用する商登法第８９条の６第９号において、旧商 
    登法第８９条の５第１項第７号を引用する部分が削除された。 
   イ 法施行前に分割計画書又は分割契約書（分割に際してする株式の消却又 
    は併合の方法の記載があるものに限る。）が作成された会社の分割の登記 
    の申請書の添付書類に関しては、なお従前の例によることとされた（整備 
    法第４２条。改正法附則第１７条参照）。 
 ２ 議決権に関する規定の改正 
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  社員総会の議決方法に関する規定について、株式会社の株主の議決権に関す 
 る規定の改正（第１の６の(5)参照）に合わせて、議決権の割合を基準とする 
 規定に改められた（有法第３７条第１項、第４４条ノ２第１項）。 
３ 自己持分の取得．保有及び処分制限の見直し 
（１）自己持分の取得 
   会社は、定時総会の特別決議（有法第４８条）により、配当可能利益並び 
に社員総会の決議により減少した資本及び法定準備金の範囲内で、次の定時 
総会の終結の時までに取得できる自己持分の総数及び取得価額の総額並びに 
特定の者から買い受けるときはその者を定め、これに基づいて自己持分を取 
得することができることとされた（有法第２４条、法第２１０条第１項から 
第３項まで）。この場合の取締役の責任については、株式会社の場合の規定 
を準用することとされた（有法第２４条、法第２１０条ノ２）。 

（２）自己持分の保有 
   会社は、取得した自己持分を、期間、数量等の制限なく保有することがで 
  きることとされた（旧法第２１１条を準用する旧有法第２４条第１項の改 
  正）。 
（３）自己持分の処分等 
  ア 自己持分の処分 
    会社は、有法に別段の定めがある場合を除き、社員総会の特別決議（有 
   法第４８条）により、保有する自己持分を処分することができることとさ 
   れた（有法第２３条ノ２）。この場合には、資本増加の規定が準用され 
   る。 
  イ 自己持分の消却 
    会社は、社員総会の特別決議（有法第４８条）により、保有する自己持 
   分を処分することができることとされた（有法第２３条ノ３）。 
４ 法定準備金の見直し 
 法定準備金の減少手続及び利益準備金の積立額の見直し等について、株式会 
社の場合（第１の９参照）と同様の見直しがされた（有法第４６条）。 
 
 
 
 
 
 
 


